[image: image1.emf]表１　男女別労働力人口、非労働力人口及び労働力率の推移（平成２年～平成２２年）

53,881 37,390 36,895 16,466 25 69.4 - 68.5 -

53,631 36,879 36,193 16,740 12 68.8 △ 0.6 67.5 △ 1.0

52,068 34,191 33,251 17,863 14 65.7 △ 3.1 63.9 △ 3.6

51,034 32,274 30,995 18,672 88 63.3 △ 2.4 60.8 △ 3.0

48,248 29,553 28,191 18,600 95 61.4 △ 1.9 58.5 △ 2.3

25,636 20,568 20,213 5,064 4 80.2 - 78.9 -

25,709 20,620 20,168 5,086 3 80.2 0.0 78.5 △ 0.4

24,780 18,991 18,389 5,779 10 76.7 △ 3.5 74.2 △ 4.2

23,960 17,807 16,993 6,098 55 74.5 △ 2.2 71.1 △ 3.2

22,689 16,271 15,317 6,363 55 71.9 △ 2.6 67.7 △ 3.4

28,245 16,822 16,682 11,402 21 59.6 - 59.1 -

27,922 16,259 16,025 11,654 9 58.2 △ 1.4 57.4 △ 1.7

27,288 15,200 14,862 12,084 4 55.7 △ 2.5 54.5 △ 2.9

27,074 14,467 14,062 12,574 33 53.5 △ 2.2 52.0 △ 2.5

25,559 13,282 12,874 12,237 40 52.0 △ 1.5 50.4 △ 1.6

注１：　労働力率は、15歳以上人口（労働力状態が不詳の者を除く）に占める労働力人口の割合をいう

注２：　就業率は、15歳以上人口（労働力状態が不詳の者を除く）に占める就業者の割合をいう
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南砺市　平成２２年国勢調査　産業等基本集計　結果の要約
総務省から４月２４日に「平成２２年国勢調査　産業等基本集計結果」が公表されました。南砺市の概要については、以下のとおりです。
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１．労働力状態

（１）労働力人口※･･･引き続き減少
　平成２２年１０月１日現在の南砺市の１５歳以上人口（４８，２４８人）のうち労働力人口は２９，５５３人で、平成１７年に比べ２，７２１人、8.4％減少（県4.7％減）した。昭和４５年以来、減少傾向にある。
　男女別にみると、平成１７年に比べ男性が8.6％減（県5.4％減）、女性が8.2％減（県3.7％減）となった。

　※労働力人口とは、就業者と完全失業者の計（専業主婦、学生等は非労働力人口）

表１　男女別労働力人口、非労働力人口及び労働力率の推移（平成２年～平成２２年）を参照。
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（２）労働力率･･･女性のM字型カーブはっきりとした形に
　　労働力率（１５歳以上人口に占める労働力人口の割合）は61.4％（県61.9％）で、平成１７年に比べ1.9ポイント減少した。男女別にみると、男性は71.9％（県73.1％）女性は52.0％（県51.8％）で、平成１７年に比べ男性は2.6ポイントの低下、女性は1.5ポイントの低下となった。
　年齢５歳階級別にみると、男性は２５歳から５９歳までの各年齢階級とも95％を上回っているが、女性は３０歳から３４歳までいったん低下し、３５歳から再び上昇、４５歳～４９歳で全年齢階級中最も高い率（91.1％）となっている。女性の労働力率は、２つの山をもつM字型となっているが、平成２２年は平成１２年、１７年に比べると２５歳～２９歳の労働力率が高くなっているほか、６０歳～６４歳においても上昇傾向がみられる。

表２　年齢（５歳階級）、男女別労働力率の推移（平成２年～平成２２年）を参照。
図１　年齢階級別・男女別労働力率（平成１２年・平成１７年・平成２２年）を参照。
[image: image2.emf]表２　年齢（５歳階級）、男女別労働力率の推移（平成２年～平成２２年）
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（３）就業者数･･･引き続き減少
　　１５歳以上の就業者は２８，１９１人で、減少傾向が続き、平成１７年に比べると9.0％減少（県5.5％減少）した。

　　男女別にみると、男性は１５，３１７人、女性は１２，８７４人で、平成１７年に比べ男性が9.9％減（県6.6％減）女性が8.4％減（県4.1％減）となった。

　　１５歳以上人口に占める就業者の割合（就業率）は58.5％（県58.7％）で、平成１７年に比べ2.3％減になっている。
男女別にみると、男性は67.7％、女性は50.4％となっている。

　　なお、富山県の就業率の全国順位は１０位で、男性が１６位、女性が７位となっている。
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２．従業上の地位
　（１）従業上の地位別就業者･･･雇用者の構成比が上昇
　　　就業者を従業上の地位別にみると、雇用者が２１，６３７人で就業者の76.8％を占め最も多い（県80.9％）。
　　　平成１７年に比べると、雇用者の構成比が1.7ポイント上昇した。
　　表３　従業上の地位別就業者数の推移を参照。
[image: image4.emf]表３　従業上の地位別就業者数の推移

36,895 26,279 1,330 1,075 4,573 3,635 －

36,193 26,402 1,663 955 4,074 3,096 －

33,251 25,010 1,463 973 3,232 2,349 218

30,995 23,268 1,419 798 3,206 2,145 156

100.0% 75.1% 4.6% 2.6% 10.3% 6.9% 0.5%

28,191 21,637 1,450 669 2,723 1,589 64

100.0% 76.8% 5.1% 2.4% 9.7% 5.6% 0.2%
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（２）正規従業員と派遣、パート・アルバイト･･･高い正規就業員の比率
　　雇用者のうち、「正規の職員・従業員」が73.5％（県70.6％）、「労働者派遣事業所の派遣社員」2.2％、「パート・アルバイト・その他」が24.3％となっている。
　　男女別の「正規の職員・従業員」の比率は、男性が85.2％、女性が61.1％となった。

　「正規の職員・従業員」比率の南砺市の県内順位は３位となった。（全国では富山県は２位）
表４　従業上の地位、男女別１５歳以上雇用者数・割合を参照。
図２　従業上の地位、男女別１５歳以上雇用者の割合を参照。
[image: image5.emf]表４　従業上の地位、男女別１５歳以上雇用者数・割合

21,637 11,123 10,514 100.0% 100.0% 100.0%
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　　　　　図２　従業上の地位、男女別１５歳以上雇用者の割合
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３．産業別就業者数

　（１）産業３部門※別就業者数･･･高い第２次産業比率
　　　就業者を産業３部門別にみると、第１次産業は１，８６７人（就業者の6.6％）、第２次産業は１０，８３０人（同38.4％）、第３次産業は１５，３０７人（同54.3％）となっている。構成比を平成１７年と比べると、第１次産業は0.6ポイントの低下、第２次産業は1.8ポイントの低下、第３次産業は1.9ポイントの上昇となった。
表５　産業（３部門）、男女別１５歳以上就業者の推移（平成２年～平成２２年）を参照。
図３　産業（３部門）、男女別１５歳以上就業者割合の推移（平成２年～平成２２年）を参照。
[image: image7.emf]表５　産業（３部門）、男女別１５歳以上就業者の推移（平成２年～平成２２年）

就業者数 割合 就業者数 割合 就業者数 割合 就業者数 割合 就業者数 割合

36,895 100.0% 36,193 100.0% 32,981 100.0% 30,420 100.0% 28,191 100.0%

3,408 9.2% 2,952 8.2% 2,229 6.8% 2,196 7.2% 1,867 6.6%

17,937 48.6% 17,092 47.2% 15,252 46.2% 12,240 40.2% 10,830 38.4%

15,528 42.1% 16,139 44.6% 15,466 46.9% 15,930 52.4% 15,307 54.3%

20,213 100.0% 20,168 100.0% 18,321 100.0% 16,380 100.0% 15,317 100.0%

1,652 8.2% 1,542 7.6% 1,295 7.1% 1,314 8.0% 1,286 8.4%

10,505 52.0% 10,371 51.4% 9,493 51.8% 7,785 47.5% 6,970 45.5%

8,048 39.8% 8,250 40.9% 7,517 41.0% 7,254 44.3% 6,964 45.5%

女　

注）

16,682 100.0% 16,025 100.0% 14,660 100.0% 14,040 100.0% 12,874 100.0%

1,756 10.5% 1,410 8.8% 934 6.4% 882 6.3% 581 4.5%

7,432 44.6% 6,721 41.9% 5,759 39.3% 4,455 31.7% 3,860 30.0%

7,480 44.8% 7,889 49.2% 7,949 54.2% 8,676 61.8% 8,343 64.8%

注）　「分類不能の産業」を含む

※各産業部門に含まれる産業（大分類）は次のとおり 

第１次産業･･･「農業・林業」、「漁業」

第２次産業･･･「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」

第３次産業･･･「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、

「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、

「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、

「サービス業（他に分類されないもの）」、「公務（他に分類されるものを除く）」

平成22年 平成２年

第１次産業

第２次産業

第３次産業

男　

注）

第２次産業

産業３部門

平成７年

総数　

注）

第３次産業

第１次産業

第２次産業

第３次産業

平成12年 平成17年



第１次産業



[image: image8]
　（２）産業大分類別就業者･･･製造業の就業者数が最も多い結果に
　　　就業者を産業大分類別にみると、「製造業」が７，９１０人（就業者の28.1％）で最も多く、以下「卸売業、小売業」が３，６１４人（同12.8％）、「医療、福祉」が２，９７１人（同10.5％）、「建設業」が２，９０８人（同10.3％）となっている。

　　　なお、女性の割合が高い産業は「医療・福祉」（83.5％）、「宿泊業，飲食サービス業」（68.8％）、「生活関連サービス業，娯楽業」（64.8％）であった。

　　　表６　産業大分類別男女別修行者数を参照。
[image: image9.emf]表６　産業大分類別男女別就業者数

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女

28,191 15,317 12,874 100.0 100.0 100.0 100.0 54.3 45.7

A 農業，林業 1,853 1,277 576 6.6 8.3 4.5 100.0 68.9 31.1

うち農業 1,738 1,173 565 6.2 7.7 4.4 100.0 67.5 32.5

B 漁業 14 9 5 0.0 0.1 0.0 100.0 64.3 35.7

C 鉱業，採石業，砂利採取業 12 11 1 0.0 0.1 0.0 100.0 91.7 8.3

D 建設業 2,908 2,431 477 10.3 15.9 3.7 100.0 83.6 16.4

E 製造業 7,910 4,528 3,382 28.1 29.6 26.3 100.0 57.2 42.8

F 電気・ガス・熱供給・水道業 187 161 26 0.7 1.1 0.2 100.0 86.1 13.9

G 情報通信業 344 239 105 1.2 1.6 0.8 100.0 69.5 30.5

H 運輸業，郵便業 1,113 878 235 3.9 5.7 1.8 100.0 78.9 21.1

I 卸売業，小売業 3,614 1,730 1,884 12.8 11.3 14.6 100.0 47.9 52.1

J 金融業，保険業 498 208 290 1.8 1.4 2.3 100.0 41.8 58.2

K 不動産業，物品賃貸業 156 97 59 0.6 0.6 0.5 100.0 62.2 37.8

L 学術研究，専門・技術サービス業 585 390 195 2.1 2.5 1.5 100.0 66.7 33.3

M 宿泊業，飲食サービス業 1,229 383 846 4.4 2.5 6.6 100.0 31.2 68.8

N 生活関連サービス業，娯楽業 922 325 597 3.3 2.1 4.6 100.0 35.2 64.8

O 教育，学習支援業 1,083 415 668 3.8 2.7 5.2 100.0 38.3 61.7

P 医療，福祉 2,971 489 2,482 10.5 3.2 19.3 100.0 16.5 83.5

Q 複合サービス業 445 220 225 1.6 1.4 1.7 100.0 49.4 50.6

R サービス業（他に分類されないもの） 1,347 831 516 4.8 5.4 4.0 100.0 61.7 38.3

S 公務（他に分類されるものを除く） 813 598 215 2.9 3.9 1.7 100.0 73.6 26.4

T 分類不能の産業 187 97 90 0.7 0.6 0.7 100.0 51.9 48.1

産業別割合（％） 男女別割合（％）

産業（大分類）

総数

就業者数


４．居住期間※
　　南砺市在住で、出生時から引き続いて現住居に住んでいる者は、28.3％、出生時の住居とは異なる場所に移動したことがある者（以下「移動者」という。）は71.5％となっている。
　　平成１２年と比較すると、出生時から引き続き現住所に住んでいる者は、6.4ポイントの低下、移動者は6.2ポイントの上昇となった。
移動者について居住期間別にみると、「20年以上」が40.9％と最も多く、次いで「10年以上20年未満」が11.1％、「１年以上５年未満」が8.9％、「５年以上10年未満」が7.6％と続いている。
「出生時から」の割合を年齢階級別男女間で比較してみると、男性は２０歳以上の段階では30％から40％の間であるのに対し、女性の場合は１５歳以上の段階から低下し続けており、４０歳以上の割合は10パーセントも満たしていないことが伺える。女性においては、結婚やライフスタイルの変化による住居の移動が伺える結果となった。
· 「居住期間」は１０年に１回の調査項目。
図４、５　男性及び女性の５歳階級別居住期間別割合を参照。
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５．教育※
　　南砺市在住者の最終卒業学校についてみると、「高校・旧中」が卒業者の46.1％（県47.4％）と最も多く、次いで「小学校・中学校」が同28.7％（県21.8％）、「大学・大学院」が同12.9％（県16.2％）、「短大・高専」が同12.3％（県14.6％）などとなっている。
　　１０年前の平成１２年と比べると、「小学校・中学校」の割合が9.1ポイント低下し、一方「大学・大学院」の割合は3.4ポイント上昇した。

※「教育」は１０年に１回の調査項目。
　　表７　最終卒業学校の種類・男女別（平成１２年・平成２２年）を参照。
[image: image12.emf]表７　最終卒業学校の種類・男女別（平成１２年・平成２２年）

総数　実数（人）

平成22年 48,248 45,951 13,010 20,896 5,575 5,835 635 2,236 61

平成12年 52,068 48,843 18,366 20,944 4,686 4,603 244 3,105 120

　　　　割合（％）

平成22年 100.0 28.7 46.1 12.3 12.9 - - -

平成12年 100.0 37.8 43.1 9.6 9.5 - - -

男　実数（人）

平成22年 22,689 21,518 5,057 10,265 1,851 4,039 306 1,143 28

平成12年 24,780 23,163 7,653 10,448 1,581 3,378 103 1,574 43

　　　　割合（％）

平成22年 100.0 23.8 48.4 8.7 19.0 - - -

平成12年 100.0 33.2 45.3 6.9 14.6 - - -

女　実数（人）

平成22年 25,559 24,433 7,953 10,631 3,724 1,796 329 1,093 33

平成12年 27,288 25,680 10,713 10,496 3,105 1,225 141 1,531 77

　　　　割合（％）

平成22年 100.0 33.0 44.1 15.4 7.5 - - -

平成12年 100.0 41.9 41.1 12.2 4.8 - - -

注）　在学か否かの別「不詳」を含む。

短大・高専

大学・

大学院

不詳

在学者 未就学者 年次・男女

１５歳以

上

人口

注）

総数

卒業者

小学校・

中学校

高校・

旧中


６．夫婦の労働力状態･･･共働き率は低下しているが、県内及び全国的にみて高い結果に
　　夫婦のいる一般世帯※（１２，０８５世帯）のうち、夫・妻ともに就業している世帯（共働き世帯）は７，２７５世帯（夫婦のいる一般世帯の60.2％（共働き率））で、平成１７年と比べると共働き世帯は、９２０世帯（11.2％）減少し、共働き率は4.6ポイント低下した。
　　共働き率は低下しているものの、県（54.7％）と比較すると、5.5ポイント、全国（45.4％）と比較すると、14.8ポイント高い結果となっている。

　※一般世帯とは、総世帯から、老人ホーム等の社会施設の入所者等から成る「施設等の世帯」を除いた世帯。
　表８　夫婦の就業・非就業別　夫婦のいる一般世帯数（平成１７年・平成２２年）を参照。
[image: image13.emf]表８　夫婦の就業・非就業別　夫婦のいる一般世帯数（平成１７年・平成２２年）

平成22年平成17年平成22年平成17年

夫婦のいる一般世帯数

（※）

12,085 12,642 100.0 100.0

　　夫が就業者 9,301 10,420 △ 10.7

　　　妻が就業者 7,275 8,195 60.2 64.8 △ 11.2

　　　妻が非就業者 2,026 2,223 16.8 17.6 △ 8.9

　　夫が非就業者 2,784 2,225 25.1

　　　妻が就業者 681 551 5.6 4.4 23.6

　　　妻が非就業者 2,103 1,673 17.4 13.2 25.7

 　　  (※）労働力状態不詳を除く

実数（世帯） 割合（％）

増減率（％）

17～22年

夫婦の就業・非就業


1

